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はじめに
本稿は，先住民・種族民の保健医療に関する権利の
保障について ILO169号条約を中心とした国際文書の
中で示された法理を踏まえて，実態を考察したもので
ある。わが国の近代初頭における樺太や千島での先住
民の強制移住は，彼らの健康と生命に大きな脅威をも
たらし，悲惨な結果となって，その権利を大きく侵害
した。多くの先住民は，彼らの健康と一般的な人口状
況に対する厳しい否定的な影響をこれまで被ってき
た。小アンダマン諸島で狩猟，採取漁撈に従事してき
た先住民であるオンジュの人々は，1976年にインド政
府から移住を強いられたため，人口の劇的な減少に見
舞われた。乳幼児死亡率は1978年から1985年までの7
年間に2倍に増加し，多くの女性が不妊症になった。
その決定因子の一つは，生活圏の縮小と食糧資源の減
少から生じた栄養不足失調であった1）。インド政府が
1991年に実施した人口調査では，オンジュの人々の人
口は99人となっており，1985年の672人から大幅に
減っている2）。国際文書は，多くの経験から先住民・
種族民の保健医療に対する権利保障の枠組みを作って
きたが，今日もなお絶えることなく困難な事例が報告
されている。一方で，成功事例もあり，貴重な示唆を
提供している。
1　強制移住と先住民の生命健康
1-1　樺太アイヌの対雁強制移住
問題の所在
明治8年（1875年）8月の「樺太千島交換条約」の＊専修大学商学部教授
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「条約附録」により，サハリンや北千島諸島に住む先
住民は，現地に留まる時は「新領主ノ臣民」となり，
従前の政府に帰属することを望む者は3年間の猶予期
間のうちにその領土に移住することが定められた3）。
樺太アイヌは，樺太千島交換条約時の日本による強
制移住の影響で，日露戦争後の時点では人口わずか
1500人程度にまで減少した。日本とロシアの大国によ
る政策などの影響を受けて人口急減や文化消滅を伴っ
た。
1875年（明治8年）の樺太千島交換条約で樺太放棄
を決定した明治政府は，アイヌが日本統治下の民族で
あるとして，樺太アイヌの一部108戸，841人を樺太か
ら北海道の宗谷地方へ強制移住させ，さらにその翌
1876年に石狩川河口の対雁へと移した。
元来漁撈生活を営んできたアイヌには開拓に関わる
土木工事や農業が不向きで，次第に体調不調を訴える
ものが増加した。さらに1886～87年のコレラ，天然痘
の流行によって三百数十人におよぶ死者を出し，人口
は半数近くまで激減した。これによって元来人口規模
の小さい樺太アイヌは絶滅の危機に瀕した4）。
前史
樺太アイヌとは，20世紀前半まで北海道，サハリ
ン，千島列島の各地に居住していたアイヌの中の地域
グループの一つである。地域グループごとに言語が異
なり，地域環境や周辺民族との交流により生活スタイ
ルも異なる点が多かった。19世紀初頭までは，本州北
端にも本州アイヌがいた5）。
サハリン及びその周辺は，19世紀前半まで先住民の
世界であったが，その後，この地で，日本，ロシア，
中国といった国家が覇権を争うようになった。この時
期，サハリンは外交上の火種となったが，そこでの定
住者としての先住民の存在は小さくなかった。それは
彼らが，毛皮を中心とした経済活動におけるハンター
であり，バイヤーであったからだ。一方で，サハリン
南端部のアイヌは，日本人の漁業活動における隷属的
な労働者として位置付けられていた6）。
当時のサハリンにおけるアイヌ語は，諸先住民の間
で，また地方行政当局や日本人漁業者との交渉におい
ても，ほとんど全民族の共通語として使われていた。
19世紀半ば，サハリンにおける日露の外交交渉におい
て使用された言語もアイヌ語であった7）。
この地域が誰のものかといえば，縄文時代から北海
道を中心に日本の東北地方の一部から千島列島，樺太
南部にかけて居住していたアイヌのものという他はな
い8）。
経緯
明治8年（1875年）9月，20人の樺太アイヌが宗谷に
移され，10月までに841人のアイヌがサハリン西南端
のクシュンコタンから北海道の宗谷に渡った。移住を
急がされたため，遠隔地に居住していた家族の中には
一部の者が間に合わなかった例もあった。開拓使はそ
の後に迎えの船を出さなかったばかりか，宗谷に移住
したアイヌのサハリンへの渡航を許さなかったため，
それらの家族は離散したままになった9）。
明治9年（1876年）6月，維新政府は宗谷に官船を派
遣し，銃砲の威力により，サハリン・アイヌを小樽経
由で対雁に強制的に再移住させ，石狩川河口から
30km も上流の対雁の地で開墾そして農業に従事させ
ようとした10）。
建前は樺太アイヌの保護にあったが，一向に進まな
い日本人の北海道移住を代替する労働力の確保こそが
真の目的であった11）。
しかし，それは漁撈を生業としてきた彼らにとって
不可能なことであり，その後，開拓使もやむなく，彼
らに石狩川河口に近いシビシウス，来札などの漁場を
与え，半農半漁の生活をさせた。これらの漁場は，遠
隔のため彼らに家族との別居を強いることになっ
た12）。
明治八年十月一日，大判官松本十郎は「旧土人宗谷
方面ヘ移住ノ儀並ニ米塩給与ノ儀伺」の中で開拓使長
官黒田清隆に対し，「…土人共石狩地方ノ移住ヲ厭ヒ　
頻リニ宗谷方面ノ懇願ニテ　到底石狩移転致シ難キ
…」ことを伝え再考を求めたが，同六日，黒田は「…
前書伺之趣　難聞届事…」と方針に変わりのないこと
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を松本に伝えている13）。
明治九年一月，宗谷出張　十一等出仕　高畑利宣も
「旧樺太土人滞宗中石狩州へ引移前取扱手順方伺」の
中で小判官調所広丈に対して「…石狩州江別太へ移転
ニ付　土人共ノ事情密ニ探索仕候処…挙ケテ不服ノ様
子…」と実情を伝えている14）。
移住地の対雁では，明治15年と明治19年にコレラの
大流行があり，また明治19年及び明治20年には天然痘
が猛威をふるった。強制移住先での集団生活の中で
は，特に被害が大きく，移住したサハリン・アイヌの
半数約400人が死亡した。彼らは対雁の土地を捨て石
狩川河口近辺の漁場へ移って行った15）。
顛末
明治二十七年に制定された旧樺太共救組合の「対雁
強制移住民契約書」は，「…明治十五年廃使置県ノ御
改革相成リ　官ノ御保護ヲ解カレ候ニ付　各自ノ権利
利益ヲ維持増進スル為メ共救組合ヲ組織シ…二十三年
共同漁業ヲ営ミ以テ各員ノ利益ヲ計リ　併セテ組合員
中鰥寡孤独ヲ扶助シ子弟ヲ教育シ来タリ…」と共救組
合の結成とその趣旨について記している16）。
大正十三年六月二十三日，北海道庁長官土岐嘉平は
「旧土人共有財産処分認可稟請」の中で内務大臣若槻
礼次郎に対して「…開拓使長官黒田清隆…対雁ニ転住
セシメ…明治十八年ヨリ二十年ニ至ル間虎列拉及ヒ赤
痢蔓延シ　移住土人中死亡者四百余名ニ及ヒタル結果　
彼等ハ対雁村ヲ去ツテ石狩川口ナル石狩町ニ転住シ…
漁業ニ従事スルニ至レリ…漁業モ亦逐年不振ニ陥リタ
ル結果望郷ノ念已ミ難ク　明治三十四年頃ヨリ漸次樺
太ニ出漁スル者若シクハ家族ヲ引連レテ渡島スル者　
多数ニ及ヒタリ…明治三十七八年戦役ノ結果　樺太島
再ヒ我カ版図ニ属スルヤ　漁業ノ多望ナルト懐郷ノ念
ニ駆ラレテ渡樺スル者相踵キ　遂ニ明治三十九年八月
頃　石狩町大字東札町ニ残留シタル老幼男女ノ土人全
部三百九十五名ハ　其夫子兄姉ノ跡ヲ慕イテ渡航スル
ニ決シタリ…」とこの間の経緯と顛末を報告してい
る17）。
1-2　千島アイヌの色丹島強制移住
問題の所在
江戸時代以前，千島列島でラッコ猟を中心とした海
獣を糧とし，自由に往来する交易の民であった。それ
がロシアと日本の進出により，自由な往来と交易が禁
止され，中部千島以北に追いやられてしまった。
さらに領土を確定しようとする近代国家の成立によ
り，日本国民としての版図に編入され，国家の勝手な
思惑によって彼らの生業は絶たれ，強制的に色丹島に
移された。この時から彼らの滅亡が始まった18）。
悲しむべきことは，日本政府の命令で色丹島に移動
させられたことであった。犬は全部殺され，船は置き
去りにされた。彼らは北海道に近い色丹島の北側の小
さな湾のシャコタンに移住した。村が作られ，働かさ
れ，小さな土地を開墾するよう奨励された。飼育用に
家畜や羊も提供された。
多量の米が与えられ，医者と教師も配属された。こ
の生活上の変化を，改善と人は考えるだろうか。彼ら
はまったく喜ばなかった。新しい境遇を悲しみ，北の
郷里をあこがれるのだった。ほとんど動物性だった食
事から米，野菜，魚の食事への変化は彼らの健康にあ
わず，最初の1年に多くの死者を出した。配属された
日本の役人ははなはだ横暴で，この哀れな人々はつね
に恐怖の生活を強いられた19）。
政府の役人は，千島アイヌが色丹島での新しい開拓
生活に馴染まないことを，彼らの怠惰な生活や自助精
神の欠如に帰していた。だが，千島アイヌは本来，北
海の厳しい自然条件の下で海獣狩猟に従事し生計を立
てて来た勇敢な人々である。彼らは，移住後も一貫し
て故郷の島々への帰還を求め続けた20）。
前史
1874年（明治7年），日本政府は千島樺太交換に関す
る交渉を榎本武揚在露日本公使に委任した。この結果
が1875年（明治8年）5月7日に榎本公使とゴルチャコ
フ露公使との間で締結された千島樺太交換条約であ
る21）。
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「明治八年九月達　理事官ヨリ　クリル島土人宛」
により「…去就ハ其請願ニ任ス　然レトモ三ヶ年ノ間
ニ決スヘシ…」と，通告がなされた22）。
北千島諸島に居住する先住民は「樺太千島交換条
約」の「条約附録」により，3年間の猶予期間のうち
に従前の政府に帰属することを望む場合，その領土に
移住することになっていた。これまで露米会社によっ
て得撫島及びシムシル島で使役されていたアレウート
人ら92人全員はロシア領に移住を希望した。千島アイ
ヌについてはシュムシュ島外に出稼ぎに行っている者
も多く，その人数も去就も不明であった。その間に，
猶予期間が経過したため千島アイヌは全員が日本に帰
属することになった23）。
日本理事官である開拓使五等出仕の時任為基は明治
八年十月二日の「クリル島民ヘノ布告」において，
「クリル島ニ住ム魯西亜ノ人民ニシテ　現ニ其所有セ
ル地ニ在住セムト願フ者ハ　日本ノ籍ニ属スル又属ス
ルナクシテ其地ニ留マルモ自由タルベク　且其職業ヲ
十分営ヲ得ル日本政府保護ヲ受クベシ　生涯中職業上
ニ関スル諸税ハ之ヲ免スベシ…」と告知している24）。
北海道庁は根室支庁宛の「明治十一年八月七日　第
九号達」により「…本庁所轄千島国得撫新知占守三郡
自今其庁所轄ト相定…」として千島列島を根室支庁の
管轄とした25）。
ロシア化された千島アイヌをロシア領近くに放任す
ることは国家の安全のためにならない。かえってロシ
ア人に侵入の便宜を与える。しかもロシアとの武力衝
突の場合は，北千島にロシア語が話せる人が居住する
ということは望ましくなかったに違いない26）。
明治政府は，ロシア語を話しロシアの風俗に慣れた
千島アイヌが，彼らのバイダルカ（皮舟）でも簡単に
渡れるロシア領カムチャッカと一衣帯水の島に，政府
の監視もなく居住していることを懸念していた27）。
千島アイヌは実際に南千島への移住を望んでいな
かった。彼らは宗教から風俗まで強くロシア化された
ため，日本国内へ移住するよりも，むしろロシアの国
籍を希望していた。
千島アイヌは先祖代々生活し，自分らも永年住み馴
れた故郷を放棄したくなかった28）。
1884年（明治17年）7月1日，シュムシュ島に上陸し
た政府官吏根室県令の湯地定基は，たまたまラショワ
島に居住するアイヌも来島していたことから，千島ア
イヌに対し根室から近い島への移住を説得した。千島
アイヌは，移住の命令に応じなかったら，全村を灰燼
に帰させると脅かされた。そこで彼らは涙をのみ，湯
地県令の指示に従う他はなかった29）。同月5日には，
慌ただしく荷物の積み込みを済ませると，97人の千島
アイヌは父祖の地を後にした30）。
経緯
明治17年7月11日に上陸した色丹島は，北千島とは
違って気候温暖で風光明媚の地であった。明治政府は
千島アイヌの生活を保障し，住居を建て，農具や漁具
を貸与し，その使い方を教え，自立と定着を図った
が，結果として何れも成功しなかった。
来島間もなくから，病人や死亡者が続出し，移住し
た翌年の明治18年末までに20人が死亡した。その間の
新生児2人を加えても，人口は79人に減少した。この
傾向はその後も続き，明治32年には移住時の97人のう
ち63人が亡くなり，その後に生まれた子供たちを加え
ても人口は62人に減少した。
この大量の死亡の原因は，環境の変化などが考えら
れていたが，これまで年中，海獣や魚類などの動物性
の生食で過ごしていた彼らの食生活が，野菜や穀類の
食物に一変し，蛋白やビタミンの摂取に支障を生じた
ことが主要な原因であったものと考えられる31）。
移住の年の冬は厳しく，北千島で穴居生活に慣れて
いた彼らにはこの寒さが凌ぎ難かった32）。
千島アイヌの身体をだんだんに衰弱させていった栄
養不足，過労，劣悪な住居および不潔さ等が多くの病
気の原因になっていた。しかも様々な病気の蔓延に理
想的な条件も整っていた33）。
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根室県令湯地定基は，明治十七年八月十六日の「志
古丹勧業課出張所心得」において「…一　旧土人ヲ保
護監督其他一切ノ事務
一　医員二議リ衛生上一切ノ事ヲ保監スル
一　出産死亡等ノ届出ヲ取リ纏メ…
一　開墾種芸其他殖産上一切ノ事ヲ奨励スル…
一　撫育品給与ヲ適宜処分スル…
一　養牛ノ監護及ヒ繁殖ヲ図ル…
…
一　猟虎膃肭臍及ヒ黒狐等ノ銃猟ヲ禁止スル…
一　学齢児童ハ勿論其他壮年ノ子女ヲシテ国語ヲ習
ハシム…」と移住した千島アイヌに対する方策を示し
ている34）。
根室県令湯地定基は，内務卿山縣有朋及び大蔵卿松
方正義に対し明治十七年十月十五日の「千島ノ土人撫
育費臨時増額ノ儀二付稟請」の中で「…三年毎二一回
巡視ノ官船ヲ遣リ而シテ毎回金五千円宛該当土人撫育
費トシテ御下付相成…将来ノ利害得失ヲ縷述シ花咲郡
志古丹島へ移住ノ儀懇諭候…」と千島アイヌの色丹島
移住について報告している35）。
日本政府の同化政策に沿って，創氏改名，初等教
育，習慣改善，衛生心得の指導並びに仏教への改宗が
行われた。こうした政策は同時に実行されたから，そ
れによって生じた広大で急激な生活変化は彼らに衝撃
を与えた。千島アイヌの固有の習慣は無視され，色丹
島での新しい生活に彼らの知恵を生かす余地はまった
くなかった36）。
北千島への帰還希望が強かったため，政府は明治30
年（1897年）から明治42年（1909年）まで，家族ごと
輪番的に海獣狩猟の出稼ぎ事業を実施し，好結果をも
たらしたが，資源の減少に伴い中止された37）。
顛末
当初，10年間の予定で支出されていた千島アイヌに
対する撫育費は，引き続き延長して支出されたもの
の，開拓生活には何ら進展がないまま，昭和7年
（1932年）に打ち切られた。以後彼らは，海藻採取な
どで生計を立てていた38）。
昭和7年（1932年）当時，千島アイヌの人口は41人
にまで減少しており，色丹島に移住する日本人の増加
に伴い，混血も進み，彼らの生活も日本人の風俗の中
に埋没して行った。色丹島移住時の千島アイヌ97人の
中で最後に残っていた1人が昭和16年（1941年）に亡
くなり，全員が世を去った39）。
根室支庁長清水良臣は，大正十四年八月十七日の
「根社第三百六十九号　色丹島土人共有財産処分二関
スル件」の中で北海道庁長官土岐嘉平に対し，「…何
等生業トシテ見ルベクモノナク唯政府ヨリノ救済費並
ヒニ共同金ヨリノ支出金二依頼シ…生活状態タルヤ洵
ニ寒心ニ堪へサルモノ有之…当庁保管ニ係ル共同金ヨ
リ…之ヲ以ッテ互助組合ヲ設ケ真ニ自営自活ノ途ヲ講
セシメ例年政府ヨリノ救済費ハ本年度限リ打切リ致度
候…」と移住した千島アイヌの実情と救済から互助へ
の転換について記している40）。
大正十四年の「ハリストス互助組合救護規定」は，
「第一条　組合員又ハ組合員家族ニシテ他ノ規定ニヨ
リ救護ヲ受ケ難キ者ハ本規定ニヨリ救護ス　第五条　
本規定ニヨル救護費ハ組合財産ヨリ生スル収入ヲ以ツ
テ充ツ」と救護の対象と財源を定めている41）。
大正十四年の「ハリストス互助組合救療規程」は，
「第一条　組合員又ハ組合員ノ家族ニシテ他ノ規程ニ
ヨリ救療ヲ受ケルコトヲ得サルモノハ本規定ニヨリ救
療ス　第三条　…救療ヲ要スヘキ者ニ対シテハ…救療
券ヲ交付ス…　第四条　指定ノ救療所ニ救療券ヲ提示
シ救療ヲ受クヘシ…　第五条　救療費トシテ支弁スヘ
キ費目及ヒ費額…」と療養に関する給付の対象と方法
を定めている42）。
北千島アイヌの人々は，1884年（明治17年）の北千
島から色丹島への強制移住，1945年（昭和20年）色丹
島から北海道などへの，ソ連による強制移住の2回の
ほかに，江戸時代の千島アイヌの分断をも経験してい
た43）。
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2　国際法の論理
2-1　WHO 憲章
「健康とは完全な身体，精神，および社会における
満足の行く状態のことを言い，単に病気や虚弱ではな
いということではない。」と WHO 憲章は定義してい
る44）。
この WHO の健康に関する定義は，多くの先住民の
健康についての伝統的概念に対応した全体論的な理解
をも反映したものとなっている。先住民の健康に関す
る伝統的な概念は，個人と共同体，環境，そして社会
の全体的な関連とともに，身体的，精神的，情緒的及
びスピリチャルな側面をも含んだものである。
この意味では，健康の主要な決定因子は，健康一般
に直接影響を与えるものだけでなく，土地や環境保
護，文化の保全に対するアクセスなどの要素をも含
む。この結果，父祖の地からの退去，計画の整わない
開発，殖民政策，伝統的な制度や慣習及び心情に対す
る抑圧，さらに関連する生活様式のドラスチックな変
化なども，先住民の健康に影響を与える要因である。
多くの先住民社会は，相対的に高い比率で暴力，自
死，薬物の濫用などの影響を受けている。
先住民の健康に関する統計資料は，アジア，アフリ
カではとくに不足している現状がある。それでも
WHO によれば，先住民の健康状態は先進国，途上国
を問わず常に国全体のそれよりも低い状況にある。
統計資料からは，先住民とそれ以外の集団とで，健
康状態に大きな隔たりがあることがわかる45）。
2-2　ILO169号条約24条25条
医療の権利は，基本的な生活権である。国家はすべ
ての住民に対して，基本的な保健サービスを提供する
義務がある。ILO169号条約は，24条及び25条におい
て，先住民が社会保障と保健サービスに対して等しく
アクセスできなければならないと定めている。また，
これらの施策は，先住民の持つ特別の条件や伝統的な
慣行を考慮したものでなければならないとしている。
また，可能な場合には政府は，これらのサービスが，
先住民自身によって企画され管理されるために必要と
なる資源を提供するものとしている46）。
ILO169号条約は，第24条において「社会保障の施
策は，当該の住民に対して，可及的速やかにその適用
が拡大されなければならない。そして，彼らに差別さ
れることなく適用されなければならない。」と定め，
第25条では「1号　政府は，適切な保健サービスを当
該の住民が利用できるよう保障するものとする。ま
た，当該住民が，自らの責任と管理の下で，保健サー
ビスを企画し実施できるよう必要な資源を提供するも
のとする。それによって，彼らが可能な最高水準の身
体的精神的健康を享受できるようにするものとする。
2号　保健サービスは，可能な範囲で共同体を基盤と
して行われるものとする。これらのサービスは，当該
住民の協力の下に計画され，運営されるものとする。
この場合，彼らの伝統的予防ケア，治療法，医薬など
とともに，その経済的，地理的，社会的及び，文化的
な諸条件も考慮されなければならない。3号　保健
サービスは，地域の共同体の保健従事者を優先して訓
練し，採用するものとし，プライマリーヘルスケアに
焦点をあてる。この場合，ヘルスケアサービスの他の
階層との強いリンケージも維持するものとする。4号　
保健サービスに関する規定は，当該の国の他の社会
的，経済的，及び文化的な施策と協調するものでなけ
ればならない。」と規定している47）。
ILO169条約24条25条における先住民の社会保障と
保健に関する権利の実現に当たっては，
・保健と社会保障の政策及び計画のレベルでの意思
決定に参加するための機構を整備する。
・先住民と他の住民との間にある大きな不平等を克
服するための特別の財源の割り当てを行う。
・先住民の保健従事者の訓練と，保健及び社会保障
サービスを文化的に適切に利用できるようにする
ために保健施設を地方レベルで所有する能力の形
成に尽力する。
・昔から伝えられてきた知識や医薬に対する先住民
の知的財産権を承認する。
・先住民の状況と政策や計画の影響を把握するため
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に，分散しているが質の良い情報を恒常的かつ体
系的に収集する。
・昔からの医療行為とその制度，精神衛生，薬物の
濫用，土地の喪失と健康悪化との関係，マクロ的
政策の健康への影響などについて，優先順位を確
認するために，研究テーマの明確な記述を行う。
・多くの場合，健康面で劣悪な影響を被っている先
住民の女性や子供たちに特化した施策を展開す
る48）。などの事項について留意するものとされて
いる。
2-3　国際連合の宣言と行動計画
先住民の権利に関する国連宣言も，ILO169号条約
と同様な規定を置いている。同宣言の第21条（1）で
は「先住民は差別されることなく，彼らの経済的，及
び社会的諸条件を改善して行く権利を持つ。とりわ
け，この中には教育，雇用，職業訓練及び再訓練，住
居，衛生，健康並びに，社会保障の領域における諸条
件が含まれる。」と規定し，第23条でも「先住民は，
発展のための権利を行使する際に，その優先順位と戦
略を決定し，展開する権利を持つ。特に，先住民は健
康，住居，その他の経済的及び社会的に影響のある計
画の検討及び決定に積極的に関与する権利を持つ。可
能な限り，これらの計画の管理は先住民の独自の機関
を通じて行われるものとする。」と定めている。
人種主義，人種差別，排外主義，及び関連する不寛
容に反対する2001年の国連世界会議（反人種主義・差
別撤廃世界会議　2001年ダーバン会議）でも，その行
動計画において，参加各国に対して，特に住居，初等
教育，保健衛生などの社会サービスに対するアクセス
に関連する平等を確保するための，アファーマティブ
アクションも含めた，行動指針と計画の策定を求めて
いる49）。
3　権利保障の取り組み
3-1　地域主義の保健医療
ニカラグアの保健法は，保健省（MINSA）を保健
部門の統括機関と定めている。一方，保健省は2008年
から2020年の全国国民発展計画のガイドラインに沿っ
て，分権化のプロセスを推進している。この一環とし
て，2008年11月に保健省は，カリブ海沿岸の自治地域
での保健医療の地域分権化の調整に関する枠組み協定
に署名している。
この協定では，保健医療における地域主義の制度面
からの促進，地方政府及び地方議会への職務の委譲，
自治機関の管轄と責任，業務の指揮，管理，遂行，並
びに，この部門の人材，資金，資材の管理などについ
て規定している。この協定の要諦は，昔からの自然医
療の統合，発展，強化が地域志向で推進され，この自
然医療と近代医療の担い手の間で，相補い，業務と役
割の統合が促進されることにある50）。
3-2　伝統的医療と生活保障
伝統的な医療制度は何世代にもわたって，先住民の
居住する特定の地域で，その特別なニーズに適合する
ように発達してきた。世界のすべての地域で，伝統的
なヒーリングシステムは生物医学的なケアと共存して
いる。WHO の推定では，途上国人口の少なくとも
80％以上がプライマリーケアの資源として，伝統的な
ヒーリングシステムに依存している51）。
同様にほとんどの先住民社会は，構成員に生活保障
を提供するための伝統的なシステムを持っている。こ
の中には，富の分配，食糧資源の分け合い，労力の提
供，不運に見舞われた場合の支援などの仕組みが含ま
れている。
これらのシステムの重要性について，あまり多くの
情報は存在していない。しかし，大きな役割を担って
いると見られる。例えば，共同体の外に移住した先住
民の労働者からの送金の配分についても言えることで
ある。全世界的には，伝統的な保健システムと生活保
障は，次第にその土台が掘り崩されて来ている。それ
は認識が失われたり，環境が破壊されたり，あるい
は，社会が分裂したりと言ったことによるものであ
る。今日，伝統的な保健システムと生活保障は，例え
ば，日常生活のあり方，新たな疾病の出現，世代や性
別の違いによる社会的価値や役割などの変化に関わる
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新たな挑戦の中で，多くの困難に直面している52）。
アマゾン地域の少数先住民であり，ブラジルのマ
ト・グロッソの森に居住しているエナウエネ・ナウエ
は，1974年に初めて連絡が取れた時点では，人口は僅
かに97人であったが，今日では約500人に増えている。
彼らは，都市や病院へのアクセスを拒んでいる。そ
の理由は，かつて外部との接触を持った時に感染や健
康問題を経験したからである。この経験から医療に関
して，外部に頼るべきでないことに気がついた。そこ
で，薬草医に加えてシャーマンや職匠歌人など共同体
のメンバーが，西洋医療や薬学の訓練を受けている。
こうした新しい専門家たちはバライタリキシあるいは
小薬草医と呼ばれている。この訓練は，彼らの言語
で，伝統的な集会所を使って誰もが出入りできる状況
の中で実施される。こうして養成されたバライタリキ
シは，無線連絡を用いて専門の医療スタッフの支援を
受けて月間80件以上の相談と診療を行っている。
地域の病院では，先住民の人々が使うハンモックを
吊るすフックを備えた特別の病棟が作られている。ま
た，近親者が宿泊するためのスペースも用意されてい
る。病院のスタッフも，エナウエネ・ナウエの人たち
とコンタクトを容易にするための基礎的な訓練を受け
ている53）。
3-3　メンタルケアの重視
アメリカ合衆国のインディアンとアラスカ先住民の
若年者（15～19歳）の死亡原因の5件に1件が自殺であ
る。この比率は合衆国内の他のエスニックグループと
比べても相当に高い状況にあって，実際にこの差異
は，30年以上にわたって指摘されてきた。
そこで，文化の面で適切で，独自の知見と伝統を取
り入れた，自殺防止プログラムが導入されている。こ
のプログラムは成功し，インディアンやアラスカの先
住民の間で好意的に受け入れられている。この防止プ
ログラムが成功している理由としては，インディアン
やアラスカ先住民の若年たちの自己評価を高め，自信
を持たせたこと，彼らの文化遺産に関する積極的な
メッセージを内包していたこと，そして，文化的な文
脈の中に適切に保護の要素を位置付けたことなどが評
価されている。この防止プログラムは，伝統的な社会
的支援の方法との間で文化的な関連を持って協調する
方法を教えている54）。
オーストラリアのニューサウスウエールズ州では，
アボリジニの社会における精神保健福祉に対する高水
準の需要と，相対的に低い特別な精神保健サービスの
利用状況に対処するための特別な施策が開発されてい
る。2006年から2010年のアボリジニの精神保健福祉施
策では，
・地域の精神保健サービスとアボリジニ社会の自律
的な精神保健サービス（ACCHSs）のパートナー
シップに見られるような鍵となる作業の面での連
携を強化する。
・アボリジニとその家族，介護者達に緊急かつ急性
で早期の介入が要る場合，予防，リハビリ，回復
などの措置について，適切な対応が可能となるよ
うな精神保健に関するリーダーシップを改善す
る。
・精神疾患に罹患または，そのリスクに瀕している
すべての年代のアボリジニを対象とした特別な精
神保健プログラムを開発する。
・一連のデータと評価の活動を通じて専門的知見と
知識の増大を図る。
・アボリジニのメンタルヘルスに関する能力を高め
る。この中には地域保健を含む保健の分野での地
位を高めるとともに，訓練と能力の開発も含む。
以上のような戦略と行動が列挙されている55）。
3-4　扶助と再配分
タンザニアでは，デンマークの支援する ERETO プ
ロジェクトが行われており，ンゴロンゴロ保護地域
（NCA）においては，先住民マサイ族の牧畜民を対象
として実施されている。このプロジェクトでは，飲料
水，食糧事情の改善，獣医療の提供及び，疲弊した農
家経済の改善などを目的としている。ERETO のプロ
ジェクトでは直接的に，マサイ族のコンセプトを拡大
して，貧困の測定を行い，部族に基づいた社会保障と
富の再配分の仕組みを構築している。この仕組みは，
再生のための重要な実行の手段となっている。家計の
57ILO169号条約―先住民・種族民の権利と保健医療
リーダーとして女性は，再生のための重要な役割を演
じており，3400件を超える家計に利益をもたらしてい
る。このプロジェクトは辺縁化していく傾向を逆転さ
せ，先住民の家計を牧畜のもとで再生する。彼らに
とって牧畜は，単に家計の基礎にとどまらず，先祖伝
来のものであり，スピリチャルなもので，アイデン
ティティーの根源である56）。
3-5　アファーマティブアクション
ネパールには，先住民と支配的なコミュニティとの
間に不平等が存在し，その解消を目指した政策面での
協定が結ばれている。一般にネパールの先住民は，全
国平均よりも経済，教育，保健，あるいは政治的な影
響力の面で劣位の状況にある。さらに，先住民集団の
間でも，顕著な格差が存在する。タカリ（Thakali）
やネワル（Newar）などの部族は，ほとんどの統計指
標で現実に全国平均を上回っているが，一方で，チェ
パン（Chepang）やラウテ（Raute）などの他の部族
では，厳しい状況にある。NEFFIN（ネパール先住民
連盟）は，この大きな格差の解消と，支援の必要性が
最も高い部族に対する集中的な対応を行う先住民の保
護のための組織である。この組織は，先住民集団を危
機に瀕している程度に応じて，5つのカテゴリーに独
自に分類している。政府及び援助機関も，このカテゴ
リーを採用している。例えば，地方開発庁も2008年か
らこの基準のもとで，著しく厳しい状況に置かれた部
族の出身者に対して現金給付を始めている。
いくつかの先住民組織では，すべての先住民の利益
となる先住民一般を対象としたアファーマティブアク
ションの実施を要求している。部族間に存在する実質
的な社会経済的格差そのものが，この措置の実施を若
干複雑なものにしている。NEFFIN の5つの分類は，
先住民部族をカテゴライズするためには有用である。
しかし，この分類は客観的な標準や資料を収集し作り
上げたものではない。そのため，今日では，アファー
マティブアクションが，一般に再検討可能な一連の社
会経済指標に連動した，もっと動態的なシステムとな
ることを求める声もある。そこでは，不利な状況にあ
る部族の認定は，先住民としての地位にではなく，む
しろ彼らの被っている不利益の水準に基づいて，行わ
れるべきであるとしている。これらの議論は今も憲法
制定の手続きの中で続けられており，未だ包括的な施
策として再編されるには至っていない57）。
3-6　エンパワーメント
インドの先住民（ScheduledTribes= 指定部族）
は，主要な健康指標において，他の国民に大きく遅れ
をとっている。児童死亡率を例にとっても58パーセン
トも高いという現実がある。先住民が多く居住する僻
遠の地域では，保健医療は大きな問題となっている。
ここでは，食の安全，衛生，安全な飲料水の不足，栄
養不良，高い貧困率などが事態をさらに悪化させてい
る。
インドの先住民社会は，彼らの生存と生活を森林の
自然資源に依拠し続けてきた。しかし，先住民の生活
慣習の破壊を伴う近代化と開発の過程を通じて，伝統
的な医療の中で使われてきた自然素材，技法，医薬な
どの先住民のケアシステムは急速に消滅している。
インドでは未だ先住民の保健医療に特化した政策は
存在していない。しかし，指定部族の保健医療につい
ては第11次5ヶ年計画（2007～2012年）の中で言及さ
れており，2006年のインド先住民政策草案の中で包括
的な戦略が示されている。
インド政府の第11次5ヶ年計画では「種族民に関す
る包括的なエンパワーメントに主眼を置いたパラダイ
ムシフトを企図する」としている。この計画では，指
定部族に対する基本的な保健医療施設について使いや
すく無理のないようにする努力をさらに強化すること
によって，農村地域における保健医療の大きな格差を
克服しようとしている。種族民の居住する地域での，
保健医療サービスの供給システム及び保健医療制度の
機能について，①インフラ②マンパワー③薬剤や備品
などの装備を広範な項目に分類して，定期的な査察と
評価が行われるものとされている。
インド政府の先住民政策草案（2006年）では，保健
医療に関連して先住民が直面している特殊な問題に焦
点をあてた，詳細で明確な戦略を提案している。この
草案は，保健医療の新しい制度や機関の創設など近代
的な保健医療へのアクセスの強化も含んでいる。アユ
ルベーダやシッダなどのインドの伝統的な施薬と，近
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代的な医薬を統合する。村落または地域のレベルまで
医療スタッフの管理を分権化する。清潔な飲料水を先
住民の居住地域の地形上の違いを考慮に入れた地域に
合った方法で確保する。これらの施策は草案である
が，将来への希望であり，第11次5ヵ年計画に反映さ
れている。先住民の施薬と近代の主流である対症療法
的な処方とを結びつける戦略の必要性が認識されてい
る。このことは2002年の全国保健医療政策においても
重視されている。単なる医療供給のアプローチから距
離を置くことが，先住民居住地域内部での保健医療に
対するアクセスを高める潜在力となる。同様に，先住
民がその広範な伝統的知見を活用する機会を準備する
ことになる58）。
3-7　パートナーシップ
オーストラリアのアボリジニやトレス海峡諸島の先
住民には，一般のオーストラリア国民と比較して健康
状態に関して，ライフサイクルの全体にわたって顕著
な不均衡が存在する。先住民と他のオーストラリア人
との間では，平均寿命において，17年もの差があり，
また，高い死亡率，疾病の早期の罹患，社会的精神的
な健康に影響のあるストレスに関連した諸問題の多発
などが見られる。
2003年7月，オーストラリアの厚生大臣は「アボリ
ジニ及びトレス海峡諸島の先住民の健康のためのオー
ストラリアの戦略的枠組み」（NSFATSIH）に合意し
た。この枠組みの主要な目標は「アボリジニとトレス
海峡諸島の先住民の人々が，他の一般国民と同様に健
康な生活を享受し，強靭な生活文化と尊厳そして公正
を保障される」ことにある。
2007年12月，この戦略的枠組みの裏書として，オー
ストラリア政府の審議会（COAG）は先住民社会との
協働の作業を，先住民の不利益縮小のために，進める
ことにした。医療サービスの企画，運営，管理にとっ
て，アクセス改善のための特別な施策や，先住民によ
る積極的な関与は，決定的に重要であることが認識さ
れている。
政府審議会（COAG）は次の事項に関与することを
宣言している。
・2030年までに同一世代内の平均寿命の格差を縮小
する。
・2018年までに5歳以下の先住民児童の死亡率の格
差を半減する。
・同じく2018年までに文章能力と計算能力の格差を
半減する。
加えて，以下の事項についても同意している。
・2013年までに遠隔地に居住するすべての4歳児に
対して，早期の児童教育へのアクセスを提供す
る。
・2020年までに12歳児の格差を半減し，あるいは同
水準の能力を達成する。
・2018年までに雇用における格差を半減する。
さらに，オーストラリア政府は2008年7月に全国先
住民保健平等委員会（NIHEC）を設立し，保健に関
連する達成目標の設定について，検討し助言を行って
いる59）。
むすび
先住民の人々は公衆衛生や社会保障のサービスに対
するアクセスの面でも，しばしば周辺的な位置に追い
やられている。多くの場合，これらの提供されるサー
ビスは，先住民の共同体にとって適切でなく，受け入
れ難いものとなっている。例えば，公衆衛生の職員
が，先住民の文化や慣習に対して差別的な態度を持っ
ていたり，遠隔の先住民の居住地での駐在を望まない
ことも少なくない。そこには多くの場合，言語の壁が
あったり，インフラの整備が不十分であったり，ま
た，提供されるサービスが高価であるなどの事情があ
る60）。
強制的な移住や乱開発，そして植民地政策，伝統や
慣習，心情に対する抑圧，生活様式の急激な変化など
は先住民の健康に大きな影響を与える。WHO がその
憲章で定めた健康に関する定義は，先住民の保健医療
についての多面的な認識を踏まえたものである。
ILO169号条約は医療を受ける権利を，基本的な生存
権として捉え，先住民が保健医療サービスに対して等
しくアクセス出来なければならないとしている。これ
らの施策は先住民の特別な伝統，慣行，環境条件を考
慮したものでなければならず，可能な限り先住民自身
59ILO169号条約―先住民・種族民の権利と保健医療
によって企画・管理されるものとしている。国連の先
住民の権利に関する宣言においても，先住民が差別さ
れることなく経済的，社会的諸条件を改善していく権
利が謳われ，この中には保健医療の領域ものも含ま
れ，権利実現の過程における先住民の積極的な関与が
期待されている。これらの国際文書が先住民の保健医
療の権利保障の確固とした拠り所となることが望まれ
る。
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